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法人化のインパクト
地方大学の立場から

国立大学法人 岐阜大学 学長 黒木登志夫

平成１７年５月１９日 科学技術・学術審議会

１．岐阜大学について

２．法人化への対応

・ 個性化・活性化

・ 制度設計

・ 財務設計

・ 競争的資金

３．大学附属病院の現状

４．今後の問題点

資料２
学術分科会

学術研究推進部会（第８回）

Ｈ１７．５．１９



学生数：８０００

教官数： ８００

学生数：８０００学生数：８０００

教官数：教官数： ８００８００

特色GP

２１世紀COE

『野生動物』

地域科学部 応用生物科学部

工学部
医学部

流域圏科学

研究センター

連合農学

連合獣医

岐阜大学

特色教育GP

２１世紀COE

『衛星生態学』

現代教育GP 現代教育GP

病院

教育学部

学生数：８０００名 教職員数１６００名
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ランキングで見る岐阜大学

１ 教育ＧＰ４件採択

３ 附属病院負債額（５５７億円）（４２国立大学中順位）

１０ 共同研究件数（１５年度、１７７件）

１５ 学長が選ぶ大学・教育分野（０５年版、朝日新聞社）

18   21世紀ＣＯＥ採択件数（２件）

１８ ０５年医師国家試験合格率（９３．８％）

２１ 専門教育学生満足度（０５年版、朝日新聞社）

２２ 学長が選ぶ大学・研究分野（０５年版、朝日新聞社）

２３ 論文被引用数（１９９５－２００４、４７４９７件、世界順位４８７）

２４ ０４年科研費総額（８９５，３３０千円）

３０ ０５年度科研費採択件数（２７５件）

（順位は、病院負債を除き、国公私立全大学中順位）

１１

１０１０

２０２０

３０３０
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論文引用から見た世界ランキング

世界順位 国立大学 公立大学 私立大学

１－５０ 東京、京都、大阪

５１－１００ 東北、名古屋

１０１－２００ 九州、北海道、東工大

２０１－３００ 筑波、広島、

３０１－４００ 千葉、神戸、金沢、東京医歯 慶応

熊本、岡山、新潟

４０１－５００ 徳島、群馬、岐阜 大阪市立 東京理科、順天堂

５０１－６００ 長崎、信州、三重、埼玉 横浜市立、東京都立 東海、自治、昭和

６０１－７００ 鹿児島、山口、奈良先端、東京農工 名古屋市立、京都府立、 東京女子医、早稲田、帝京

大阪府立 久留米、北里、日本、近畿

７０１－８００ 鳥取、山形、浜松医科、富山医薬 札幌医、姫路工 兵庫医、東邦、関西医

８０１－９００ 総研大、宮崎医 福岡、日本医

９０１－１０００ 京都工繊、滋賀医、弘前 静岡県立、奈良医 慈恵。京都薬

資料：１９９５－２００４年ISIデータ （国立大学協会、２００５）



『遠山プラン』

平成１３年６月１１日

経済財政諮問会議に答申

同年６月１４日

国立大学協会総会に提出

遠山プラン：

国立大学の野心的な

グランドデザイン

Grand:
large in scale/scope
ambitious

(Oxford)
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１．再編・統合による活性化

・ 統合しない

・ 存在感のある地方大学

・ 個性化により活性化

・ 獣医学科の充実

・ 岐阜薬大との連携

2. 国立大学法人に移行
・ 制度設計

・ 財務設計

3. 競争原理の導入
・ ２１世紀ＣＯＥ

・ 教育ＧＰ

『遠山プラン』への対応

法人化 ： 法人化により可能になったこと



獣医学教育の現状
国立大学における獣医学教育に関する協議会

問題点
国立大学・獣医学科の教授数： １０名前後

（国家試験課目数 ： １８）

臨床獣医学・公衆衛生分野が少ない

対策
大学間統合により拡充（５４人/７２人規模）
自助努力により拡充

協議会の提案
大学を超えた統合は大きな困難を伴う。

二者択一ではなく、可能なことから着手する

自助努力プラス大学間連携による教育

臨床教育・公衆衛生（人獣共通感染症など）の重点化

動物病院の整備

法人化

獣医学科学生定員

国立（１０校） ３０～４０人

公立（１校） ４０人

私立（５校） ８０～１２０人

総計 ９２５人



獣医学教育について岐阜大学の対応

平成１４年８月：連合獣医学研究科構成大学の基幹校への統合を提案

（帯広畜産大、岩手大、東京農工大、岐阜大）

平成１５年２月：自助努力による人員増方針を評議会承認

自助努力により１０名教員増

公衆衛生、臨床、野生動物分野充実

動物病院増設：病院収入による返済

『人獣感染防御研究センター』の開設

・ 医学部・獣医学科・生命工学科横断構成

・ ６年時限、外部資金で運営

・ 専任教授１、任期付助教授１，任期付助手２，兼任教授４

法人化

法人化

法人化
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『遠山プラン』への対応：
（１） 活性化・個性化

獣医学科の充実

人獣感染防御研究センターの設置

農学部の改組 応用生物科学部へ

産官学連携 産官学融合センター設立

知的クラスター創生事業

学長裁量経費による教育・研究プロジェクト公募

岐阜（市立）薬科大学との連携強化

・ 生命科学・創薬分野の医・工・農・薬連携

・ 薬学の６年制化に伴う医療薬学教育

存在感のある地方大学

地域貢献・獣医/薬学を中心に

法人化

法人化

法人化



『遠山プラン』への対応：
（１）活性化・個性化

岐阜シンポジウム

岐阜大学フォーラム

岐阜大学NEWS（朝日・中日）

岐阜大学シティ・カレッジ

出前講義

高校生・教師への遺伝子実習

岐阜大学岐阜大学 学問社会

一般社会
キャンパス・
ミーティング

（２） 情報の発信と受信

法人化



岐阜シンポジウム

年２回開催

１７年春『食の安全』

岐阜大学フォーラム

年５回開催

一流の科学者による講演。

多くの学生が参加

朝日新聞（全国） 中日新聞

新聞広告『岐阜大学NEWS』

年６回 １面左３段

法人化

情報の発信と受信
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『遠山プラン』への対応：
（２） 法人法に基づく制度設計

理事・監事

中期目標・計画

経営協議会 （外部委員、１１名）

教育研究評議会 （評議員は評議会委員に）

学長選考会議

（意向投票を勘案し、選考委員会が決定）

評価制度（６年毎に関門年齢）

労使協定締結（労基法、労安法）
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制度設計：法人化１年後の修正

部局長会議 → 部局長・部長会議

役員懇談会（毎週） 必要なときは臨時役員会に切り替える

学長・理事・学部長懇談会（毎月）

学長・理事・学部教授会懇談会（年１回）

キャンパス・ミーティング（年４回）

教員と事務職員が一緒に考える

懇談会形式で自由討論

迅速な対応

ボトムアップとトップダウンのバランス

法人化
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『遠山プラン』への対応：
（３） 財務設計・平成１７年度予算

収入 支出
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『遠山プラン』への対応：
（３） 財務設計・外部資金

金額（百万円） 本部オーバーヘッド 間接経費

共同研究 ２７０ ２．５％

受託研究 ４２７ ２．５％ ３０％

奨学寄付金 ５２６

科研費 ９５４

２１世紀ＣＯＥ １１７

教育ＧＰ ７２

知的クラスター ２４５

合計 ２,６１１ １１百万円 １１５百万円

オーバーヘッド：特許経費、 間接経費：研究環境整備に使用

産官学融合センター （職員３４名；コーディネータ１３名）

地元密着型

共同研究：１７７件（２００３年）、全国公私立大中１０位
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『遠山プラン』への対応：
（３） 法人化による新たな負担

運営費交付金：１％効率化係数・・・・・・ ９０ 百万円

病院収入：２％経営改善係数・・・・・・・・２０８ 百万円

定期昇給分（運営費交付金に不含）・・・８０ 百万円

非常勤講師手当削減・・・・・・・・・・・・・・１３０ 百万円

総合損害保険ほか・・・・・・・・・・・・・・・・１２８ 百万円

合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６３６ 百万円

合理化しないと物件費を食いつぶすことになる。
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『遠山プラン』への対応：
（３） 財務設計

基本方針１： 合理化

国立の組織には無駄がある。業務を見直し、合理化を進める

コスト、特に人件費比率を下げる

基本戦略２： 人事戦略

選択定年制

定員制からポイント制に

教育系/事務・技術系を問わず、採用/昇進は役員会が戦略的・経営的見地から検討

非常勤講師４０％削減

人員（ポイント）削減は必至

基本戦略３： 教育・研究

教育・研究への影響を与えない

財務設計は困難： ①お手本がない ②利害に直結。民間では当然のこと

ここで財務設計ができるかどうかで、大学の将来が決まる。



選択定年制

６０－６５歳の自己選択定年制

定年までに岐阜大学に何を貢献できるか。

特に優れており自己資金で研究室運営可能のときは

定年を設けない。

６４，６５歳の給与： 90/100。

教育研究で優れている人は100/100。

常勤役員給与：90/100

役員給与で９００万、６４，６５歳で４０００万円節減

背景： 平成１７年から定年延長： ６３歳 ⇒ ６５歳

人件費予算措置は平成１５年実績

合理化、効率化

５９歳以上の選択結果

60-63歳定年：16/95 (17%)

６５歳定年： 79/95 (83%）

100/100支給: 3名

注意勧告：４名

法人化
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定員制からポイント制へ

目的：定数にしばられない弾力的人事。活性化。

現在の定数を基に、各部局にポイント数を割り当てる

教授１００ｐ、助教授７８ｐ、講師７２ｐ、助手６０ｐ

総ポイント内であれば、職種、人数を部局長に委任

予算状況に応じて見直し対象

採用・昇任は学長に申請。戦略的・財政的見地から判断する。

例：教授３，助教授３，講師１，助手３ （７８７ｐ）

教授４，助教授３，講師２，助手０ （７８０ｐ）

教授７，助教授１，講師０，助手０ （７７８ｐ）

教授２，助教授１，講師２，助手６ （７８４ｐ）

法人化



『遠山プラン』への対応：
（４）競争原理・21世紀COE

平成１４年度 複合領域

『野生動物の生態と病態からみた環境評価』

連合獣医学研究科

平成１６年度 革新的学術分野

『衛星生態学創世拠点』 流域圏科学研究センター
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教育GP(優れた教育実践）

特色GP（平成１５・１６年度）

『能動・思考促進型を柱とする全人的医学教育』 医学部

『地域・大学共生型教師教育プログラム』 教育学部 ＊

現代GP（平成１６年度）

『地域協学型の風土保全教育プログラムーぎふ公民館大学ー 』

応用生物科学部、地域科学部 ＊

『教師のための遠隔大学院カリキュラムの開発』 教育学部 ＊

＊： 地域貢献プロジェクト

４件採択： 岐阜大、北海道大

３件採択： 東京外語大、京大、千歳科技大、慶応大、工学院大

２件採択： 国立１６，公立２，私立１３，計３１校

競争率 ： １０．９～１５．４％



徹底した電子化

・ １０Gbps光ファイバー網

・ 電子カルテ（紙、フィルムなし）

最大の救命救急センター

・ ＩＣＵ, ＨＣＵ, ＣＣＵ, SCU

・ 医師＞２８名、看護師８０名

入院・外来

・ 稼働率：＞９０％（６０６床）

・ 入院日数：２０日

・ 外来患者：１２００人

２．大学病院の現状
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岐阜大学病院の財務状況（平成１７年度）

一般診療経費には次を含む：

診療経費（医療費、非常勤人件費、ほか）６６億；常勤人件費（行政･医一･二）３３億

常勤教育人件費・教（一） １０億は含まない

附属病院収入 （１０６億円）
運営費交付金

（２０億円）

債務償還

（２７億）
一般診療経費 （９９億円）

収入

支出

運営費交付金
（２０億円）附属病院収入 （１０４億円）

付属病院収入 （１０４億円）附属病院収入（＞１２６億円）

経営改善係数

０％０％

２％

２％経営改善（２億８００万円））



国立大学付属病院の債務

東京大 ７６１億円＊
東京医歯大 ５７６億円
岐阜大 ５５７億円
九州大 ５４０億円
大阪大 ４９９億円
東北大 ４７４億円
京都大 ４２２億円
名古屋大 ４０８億円
北海道大 ３８７億円
信州大 ３４２億円
・ ・ ・ ・
大分大 ７４億円

４２大学総計 １兆１０億円

＊元金のみ

岐阜大学の償還予定額＊
平成１５年度 １３８６百万円

平成１６年度 １７５９百万円

平成１７年度 ２７６０百万円

平成１８年度 ３１６２百万円

平成１９年度 ３５０８百万円

平成２０年度 ３９２８百万円

平成２１年度 ４０１９百万円

平成２２年度 ３８３１百万円

・ ・ ・ ・

平成４０年度 ２６６百万円

＊元金＋利子



国立大学病院：破綻のスパイラル

収入増の圧力
債務償還

経営改善係数

運営費交付金節減

労働強化

低賃金

研究時間縮小

大学病院の魅力半減

医師不足

病院収支悪化

医療費節減政策 労働基準法

専門医制度

研修医制度 医局制度崩壊

対策 ： ・ 助手を臨床講師に ・ 医員の給与増 ・ 看護師増
法人化
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国立大学附属病院の経営

法人化により病院経営の様々な問題が明らかになった

公共事業的経営

企業経営

経営： 限られた資源を効果的に用い、中長期的に成果をあげること

意識改革：

教育・研究 ＶＳ 経営 教育・研究 ＯＲ 経営

教育・研究 AND 経営
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第一期中期期間収支計画に基づく

経営改善目標

増収努力

18-19年度 2億円/年

20-21年度 4億円 /年

病床稼働率: ＞90％維持

18－19年度：

在院日数: 20日→1９日

紹介患者： ５０％ →６０％

外来化学療法： 1，800人増

20－21年度：

在院日数: １９日→1８日

手術室稼働：年間400件増

節減努力

18-21年度 2億円/年

後発医薬品採用率： １％ →５％

非常勤職員削減： 42人→32人

医薬品値引率： 4．8％ →6．6％

患者給食委託費削減： ８％

保守薬務委託費削減：

必要条件

意識改革

月次報告

モニター制

法人化
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17年度病院人事対策

常勤職員

・・ 医師： 94人

・ 看護師： 318人 → 320人

・ 医療技術職員：６７人

･ 事務職員・技術職員：61人 → 59人

非常勤職員

・・ 医員： 98人 → 110人

・ 研修医： 41人 → 27人

・ 看護師： 66人 → 103人

・ 医療技術職員： 32人 → 44人

・ 事務員・技能職員： 42人 → ３２人

助手 → 臨床講師

医員 → 財源40％増

（合計２億円/年必要）

臨床講師

・・ 臨床に携わる助手（８１名）

・ 基本給与は３級相当（7.5％増）

・ 退職金は２級

・ 病院長発令

・ 患者の信頼

・ 給与面で是正

・ 医師引き留め策

法人化
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病院経営委任についての役員会承認
（平成17年4月1日）

岐阜大学附属病院第１期中期収支計画を承認した。

承認収支計画に基づき、人事（次項）を含め、病院経営を病院長に委任

する。

① 常勤病院職員の部内配置および契約職員の人員、報酬額、院内発

令については平成17年度から病院長に権限を委任する。

② 常勤病院職員の人員管理については、人事院勧告を踏まえた収支

計画の見直しを勘案の上、平成18年度から病院長に権限を委任する。

法人化



４．今後の問題

国立大学の位置づけ

・国立大学法人

・公立大学法人

・学校法人

地方大学の位置づけ

財政問題

競争的資金と基盤経費

法人化がもたらしたもの
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地方大学の位置づけ

高等教育の場 ： 理念「教育に軸足を置いた教育。研究大学」

先端研究の場 ： 下表参照

地方の知の拠点 東京大学 ≠ 東京の大学

岐阜大学 ＝ 岐阜の大学

地域貢献 ： 産業/地方行政/医療/教育/文化

世界順位 大学 平均科研費** 平均論文数*** 平均被引用数

10-150 旧帝大系 3,346 13.8             9.17

200-500 地方総合大学＊ 1,342                   8.0             8.15

＊ 筑波、広島、千葉、神戸、金沢、熊本、岡山、新潟、徳島、群馬、岐阜

**  千円/人 平成17年度

*** 論文数/人/10年

データ出処： ＩＳＩ １９９５－２００４； 国立大学協会報告
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競争的資金は旧帝大系７大学への集中

１％の大学が４０－５０％の競争的資金を独占

科研費配分額 ： ４９．３％
２１世紀ＣＯＥ ： 件数 ４１．２％ （113/274件）

配分額 ４４．８％ （159．66/356．32億円）

総合科学技術会議： 競争的資金へのシフトを提案
国立大学運営費交付金が財源

運営費交付金 → 効率化係数 → 競争的資金 →旧帝大

地方大学、単科大学の危機

国立大学 大学数 科研費平均（百万円） 配分比

旧帝大系大学 ： ７ ９９３６ ４９．３％

地方総合大学 ： ４２ ７１９ ２１．４

単科/専門大学： ３４ ３５７ ８．６

大学院大学 ： ４ ３８３ １．１ １．１

黒木登志夫:学術月報２００４年１０月号
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運営費交付金・効率化係数
病院・経営改善係数

運営費交付金効率化係数（１％）：
・ 国大協の反対を新聞は無視
・ 国立・公立組織には無駄がある

・ 効率化に反対する時代ではない

病院経営改善係数（２％）：
・ 必要経費を加えると改善係数の１．７倍の収入が必要。

・ 赤字経営のペナルティとしては大きすぎる。

このまま続くと
・ 旧帝大系のみが発展

・ 教育・研究の質の低下

・ 医療の発展はない

・ 国立大学附属病院は破綻

効率化係数の段階的撤廃

経営改善係数の早期撤廃（条件・段階的撤廃）

情緒的訴えより数字で反論

朝日新聞、２００３年１２月１２日
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基盤経費 競争的資金

発展期
（サイエンス）

確実・成果

成熟期
（ビジネス）

応用・社会貢献

競争的資金と基盤経費

充実した教育のために必須

独創的研究を育てる

多様な研究を育てる

萌芽期
（ロマンティシズム）

希望・リスク

ノーベル賞
誰もが重要と思っていないテーマ

誰もが重要と思っているテーマ（少ない）

競争的資金と基盤経費の“Dual support”が重要
機関補助の充実
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法人化のもたらしたもの

大学の本来の任務を考え直す機会となった

自己責任で改革ができるようになった 個性化・活性化

意識改革が必要不可欠

問題点が明らかになってきた

（予算制度、公務員制度など） 合理化・効率化

経営的視点が必須

法人化は国立大学を活性化した

国立大学の役割を再確認し、教育・研究への支援充実

基盤的経費・機関支援と競争的資金の両立

大学を信頼し、大学に任せる
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